







































Turning Point in Korean Retailing 






























































－ 2 － 
表１ 韓国商業統計の変遷 　












































森 1987 p.230、2002）。アメリカでは 29年に第１回の商業統計が調査されており、カナダで
も 30 年に第１回調査が行われた。日本では 52 年に第１回の商業統計が調査され、76 年まで
は２年間隔で調査されたが、76 年から 97 年までは３年間隔で調査されるようになった。そ
の後は５年ごとに調査することになったが、変動の激しい商業の構造変化を的確に把握する
必要性から本調査の２年後に、本調査を補完する簡易調査を実施するようになったのである



































年間販売額においては、1996 年の 117.7兆ウォンから 2001 年の 172.1兆ウォンへと約 55兆 
 
表２ 韓国小売業の全体動向 　
　　　　　　　　 1968 1971 1976 1979 1982 1986 1991 1996 2001
店舗数（千店） 264 320 394 422 542 638 717 765 659
年平均増減率（％） － 6.6 4.2 2.3 8.7 4.2 2.4 1.3 -3.0
従業者数（千人） 482 581 693 765 946 1,221 1,424 1,681 1,571
年平均増減率（％） － 6.4 3.6 3.3 7.3 6.6 3.1 3.4 -1.3
年間販売額（百億ｳｫﾝ） 24 61 331 719 1,266 2,167 5,218 11,772 17,213
年平均増減率（％） － 36.5 40.2 29.5 20.8 14.4 19.2 17.7 7.9
売場面積（万㎡） （383） （156） － （317） 1,310 1,629 2,592 4,222 5,539
年平均増減率（％） － － － － － 5.6 9.7 10.2 5.6
１店当たりの推移
 従業者数（人） 1.85 1.81 1.76 1.81 1.74 1.91 1.99 2.20 2.39
 年間販売額（万ｳｫﾝ） 92 190 841 1,703 2,333 3,398 7,279 15,383 26,129
 売場面積（㎡） － － － － 24 26 36 55 84
従業者１人当たり
 年間販売額（万ｳｫﾝ） 53 105 477 939 1,338 1,775 3,663 7,004 10,953
売場面積当たり
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ウォン、46％（年平均 7.9％）の増加となった。売場面積においては、96年の 4,222万㎡か







2001 年と 82年を比較すると、20年間で従業者数は 1.4倍、年間販売額は 11倍、売場面積は
3.5 倍となっている。店舗規模の拡大は間違いなく進んでおり、店舗規模を拡大すればそれ
以上に年間販売額が増加するという構図である。こうした規模拡大効果が今後も期待できる



















1970 1972 1974 1976 1979 1982 1985 1988 1991 1994 1997 2002
店舗数（千店） 1,471 1,496 1,548 1,614 1,674 1,721 1,629 1,620 1,591 1,500 1,420 1,300
年平均増減率 1.3 0.8 1.7 2.1 1.2 0.9 -1.8 -0.2 -0.6 -1.9 -1.8 -1.8
１店舗当たり
　従業者数（人） 3.35 3.44 3.43 3.46 3.56 3.70 3.89 4.23 4.36 4.92 4.92 6.13
　年間販売額（万円） 1,480 1,892 2,603 3,471 4,395 5,459 6,246 7,090 8,838 9,555 10,405 10,392
　売場面積（㎡） 37.19 40.86 43.54 46.45 51.23 55.61 58.03 63.00 69.07 81.08 90.37 108.18
売場面積当たり
　年間販売額（万円） 39.78 46.29 59.78 74.73 85.79 98.47 107.62 112.53 127.96 117.85 115.13 96.08
出所）商業統計表から算出。  
 
























1991年７月（第２段階） 売場面積 1000㎡未満、10店舗まで許可 




















入されたスーパーマーケットの普及（大韓商工会議所 1985 pp.262-267）、80年代の百貨店の 
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表５ 韓国総合量販店の店舗数の推移 　
店舗名 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005
Ｅマート 1 2 4 6 10 14 20 28 42 51 60 71 83
ホームプラス 1 1 2 7 14 21 28 31 40
ロッテマート 3 7 16 24 30 33 37 43
カルフール 3 3 6 11 19 21 24 27 28 31
ハナロクラブ 1 1 2 5 7 8 11 13 16 17 18
ＧＳマート 1 2 3 4 6 6 8 11 11 13
ウォルマート 2 4 4 5 6 9 15 15 16 16
メガマート 1 1 1 2 4 5 6 7 7 7 9
キムズクラブ 6 7 12 14 16 16 12 10 10 10 11
コストコ 1 1 1 2 3 3 4 5 5 5 5 5
その他 0 1 6 12 26 38 37 49 48 48 45 43 38





多店舗化・大型化（関根 2006 pp.5-12）、そして 90年代に国内外の大手流通企業が成長業態
として位置づけ出店を加速させた総合量販店という大型店の急成長が小売全体の売場面積の













は、初めて商業統計調査が行われた 1968年に 98.7％であり、2001 年調査でも 93.7％と小売
全体で占める割合は減少傾向にあるものの９割以上と圧倒的に多い。これに対して、従業者













01年の 617,140店へと 106,990 店も減少しており、小売全体の減少数の 106,466店よりも多
い結果である。また従業者「10人以上」の大規模店においても 0.2％の減少となっているが、







　　　　　　　　　　　　　　1968 1971 1976 1979 1982 1986 1991 1996 2001
98.7 98.2 98.2 98.1 98.1 97.0 96.1 94.6 93.7
－ 20.7 22.8 7.1 28.6 16.2 11.3 5.2 -14.8
1.2 1.6 1.5 1.5 1.3 2.1 2.9 3.6 4.3
－ 70.8 9.4 12.6 12.8 87.4 49.8 35.5 2.0
0.1 0.1 0.4 0.4 0.5 0.9 1.1 1.7 2.0
－ 107.0 198.5 12.6 85.9 91.5 36.9 70.6 -0.2
89.2 91.5 83.4 79.8 － 62.6 56.4 44.2 32.8
－ 156.1 396.0 107.8 － 　－ 116.9 76.7 8.5
6.0 5.6 8.2 10.3 － 14.7 12.8 15.0 16.3
－ 132.8 695.3 174.5 － 　－ 109.3 163.9 58.9
4.8 2.9 8.5 9.9 － 22.6 30.7 40.8 50.9























1986 1991 1996 2001 1986 1991 1996 2001
実数 5,501 7,419 12,706 12,142 3,470 10,108 30,700 40,567
 10～49人 構成比 0.9 1.0 1.7 1.8 16.0 19.4 26.1 23.6
増減率 － 34.9 71.3 -4.4 － 191.3 203.7 32.1
実数 195 377 594 1,125 1,436 5,934 17,342 47,075
 50人以上 構成比 0.0 0.1 0.1 0.2 6.6 11.4 14.7 27.3
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背景には、従業者「50人以上」の大型店の出店増という大規模化にあると言えよう。こうし





みてみると、1968 年に小売全体の 89.2％を占めていた割合が 96 年には 50％大きく下回り、
2001 年には 32.8％へとその比重が大きく低下している。すなわち小売店舗数の９割以上を占
めている小規模店は、小売市場全体の３割強の年間販売額に過ぎないのである。反面、「10
人以上」の大規模店においては 68年に 4.8％しか占めなかった割合は 96 年には 40.8％へ、
01 年には 50.9％へと大きく拡大し小売全体に占める比重を大きく増加させていることが分










よって本格的に導入されたスーパーマーケットの普及は 76 年の「10 人以上」クラスの年間
販売額の増加率（1490.6％）を大きく増加させており、そして 80 年代以降の百貨店の多店舗
化・大型化、および 90 年代の流通市場における規制緩和はコンビニエンスストアや総合量販
店など新たな近代的業態の成長をもたらし、従業者数 50 人以上の大型店の売場面積（86 年









ル市が 136,796 店で全体の 20.8％を占めるなど圧倒的に多く、次に京畿道 102,082 店
（15.5％）、釜山広域市 58,982店（9.0％）の順に続いている。圏域別では、ソウル市、仁川
広域市、京畿道を含む首都圏が 268,490店で、全体の 40.8％を占めており、ソウル市を中心
とした首都圏への高い集中を物語っている。そして嶺南圏が 197,684 店（30.1％）で首都圏 




1991 1996 2001 1991 1996 2001 増減率 増減率
100.0 100.0 100.0 716,790 765,225 658,759 6.8 -13.9
ソウル特別市 24.1 21.8 20.8 172,541 167,077 136,796 -3.2 -18.1
仁
ｲﾝﾁｮﾝ







12.8 14.2 15.5 91,534 108,576 102,082 18.6 -6.0
大田
ﾃｼﾞｮﾝ














































広域市 9.7 9.2 9.0 69,594 70,284 58,982 1.0 -16.1
大邱
テ グ








































































ソウル特別市への集中度（91年 55.8％、01年 45.7％）はここ 10 年間 10.1 ポイント減少し




（西山／周藤 1993 pp.217-239）。 
 次に、店舗数の増減を 1996 年対比 2001年でみてみると、すべての地域で店舗数が減少に
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転じており、減少率においては 16市道中９市道が全国平均（13.9％）を上回る減少結果となっ













店）、蔚山広域市の 17.9％（2,772店）、釜山広域市の 16.1％（11,302店）、忠清北道の 15.0％





1986 1991 1996 2001 91/86 96/91 01/96
　　　　全　　国 100.0 100.0 100.0 100.0 5.1 5.2 3.9
ソウル特別市 23.8 24.2 22.4 21.2 6.6 -2.5 -2.2
仁川広域市 3.9 4.6 5.2 5.4 24.3 20.0 7.5
京畿道 12.1 14.5 17.9 19.8 25.9 29.2 16.7
大田広域市 2.3 2.5 2.9 3.0 12.4 21.3 7.9
忠清南道 5.0 4.5 4.0 4.0 -5.6 -7.5 5.0
忠清北道 3.4 3.2 3.1 3.2 -1.0 3.5 5.3
光州広域市 2.6 2.7 2.8 3.0 8.7 12.0 8.1
全羅南道 6.6 5.5 4.6 4.3 -11.3 -13.3 -2.7
全羅北道 5.3 4.7 4.2 4.1 -7.6 -4.9 0.0
釜山広域市 8.9 8.8 8.4 7.9 4.0 0.2 -3.3
大邱広域市 5.2 5.4 5.5 5.4 7.9 6.7 1.7
蔚山広域市 1.7 4.4 2.2 2.2 20.9 20.4 4.6
慶尚南道 6.8 6.5 6.5 6.4 0.8 4.9 3.8
慶尚北道 7.1 6.3 6.0 5.9 -6.0 -0.3 2.1
江原道 4.2 3.6 3.3 3.2 -10.1 -4.1 2.3















年 23.8％、96年 21.6％、2001年 20.4％と減少傾向にはあるものの全体で占める比重は最も
高く、同市において小規模店も数多く存在していることを意味する。つぎに高いのは京畿道






とどまっている。しかしながらソウル市の大型店割合は、91 年には 49.9％あったが 96 年
38.6％、01年 31.4％と減少傾向にある。他方、京畿道は 9.3％、15.0％、16.7％へと調査年
ごとに増加しており好対照である。 




表 10 市道別の従業者規模別店舗数構成比の推移（％） 
　
1991 1996 2001 1991 1996 2001 1991 1996 2001 1991 1996 2001
全国 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
ソウル特別市 23.8 21.6 20.4 29.3 26.0 25.0 35.1 30.3 28.3 49.9 38.6 31.4
仁川広域市 4.2 4.4 4.5 4.4 4.5 4.5 4.7 5.2 6.2 3.4 4.1 4.1
京畿道 12.8 14.1 15.3 12.4 15.1 18.1 12.8 16.5 18.7 9.3 15.0 16.7
大田広域市 2.7 3.0 3.0 3.6 4.0 3.2 3.6 4.1 2.9 2.4 3.8 2.9
忠清南道 4.1 4.4 4.6 3.2 3.3 3.6 2.2 2.2 2.8 0.8 1.4 1.8
忠清北道 3.3 3.5 3.4 3.0 3.3 3.1 2.3 2.3 2.8 1.1 1.8 3.5
光州広域市 2.8 2.9 3.0 4.1 3.5 3.3 4.3 3.6 3.6 3.2 4.1 4.3
全羅南道 5.8 5.3 5.3 3.7 3.3 3.5 2.6 2.2 2.7 1.6 2.1 2.1
全羅北道 4.6 4.6 4.6 3.7 3.8 4.2 2.7 3.0 3.1 3.2 1.8 2.6
釜山広域市 9.7 9.2 9.0 10.5 9.5 8.1 9.8 9.6 8.1 10.1 9.1 9.3
大邱広域市 5.5 5.8 6.0 5.4 6.2 5.4 6.0 5.7 4.6 3.4 5.1 4.5
蔚山広域市 　－ 2.0 1.9 　－ 2.1 2.2 　－ 1.9 1.9 　－ 2.3 2.1
慶尚南道 8.8 7.3 7.0 7.0 5.9 5.5 6.4 5.6 5.0 5.8 5.7 6.7
慶尚北道 6.5 6.3 6.4 4.7 4.5 4.8 3.5 3.9 4.6 4.5 2.3 4.5
江原道 4.1 4.1 4.1 3.1 3.5 3.6 2.6 3.0 3.6 0.3 1.5 1.8
済州道 1.3 1.4 1.5 1.9 1.6 1.8 1.4 0.9 1.1 1.1 1.4 1.6
出所）韓国商業統計表から算出。
注）1991年の蔚山広域市においては、行政区域の変更があり時系列分析には注意を要する。
１～４ ５～９ 10～49 50～
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表 11 市道別の従業者規模別店舗数の増減（店） 　
96／91 01／96 96／91 01／96 96／91 01／96 96／91 01／96 96／91 01／96
全国 21,312 -107,027 7,270 1 5,609 -1,132 269 465 49,949 -107,693
ソウル特別市 -7,086 -30,671 1,367 -291 1,422 -583 67 99 -4,230 -31,446
仁川広域市 3,516 -4,659 363 -5 348 55 14 19 4,241 -4,590
京畿道 13,925 -7,396 1,743 848 1,245 74 64 89 16,977 -6,385
大田広域市 3,161 -3,027 401 -217 275 -188 16 8 3,853 -3,424
忠清南道 3,618 -3,748 291 89 129 49 6 11 4,044 -3,599
忠清北道 1,988 -3,920 332 -83 132 44 8 27 2,460 -3,932
光州広域市 1,779 -2,252 170 -64 152 -35 15 21 2,116 -2,330
全羅南道 -1,674 -5,715 166 66 102 30 8 10 -1,398 -5,609
全羅北道 1,613 -5,098 323 124 199 -30 0 17 2,135 -4,987
釜山広域市 -246 -10,828 536 -379 546 -290 22 45 858 -11,452
大邱広域市 4,471 -5,193 650 -208 307 -198 21 17 5,449 -5,582
蔚山広域市 　　　－ -2,832 　　　－ 29 　　　－ -19 　　　－ 9 15,489 -2,813
慶尚南道 -7,839 -9,769 232 -104 271 -142 16 38 -7,320 -9,977
慶尚北道 751 -6,273 299 80 258 41 -2 36 1,306 -6,116
江原道 1,981 -4,787 354 32 203 42 9 10 2,547 -4,703
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表 12 市道別の小規模店と大規模店の構成比の推移（％） 　
1991 1996 2001 1991 1996 2001 1991 1996 2001
全国 100 100 100 100 100 100 377 661 1,126
ソウル特別市 94.9 93.1 92.0 0.11 0.15 0.26 188 255 354
仁川広域市 95.8 94.2 93.0 0.04 0.08 0.16 13 27 46
京畿道 96.1 93.9 92.6 0.04 0.09 0.18 35 99 188
大田広域市 94.9 92.8 93.5 0.05 0.11 0.16 （9） 25 33
忠清南道 97.2 96.3 95.3 0.01 0.03 0.07 （3） 9 20
忠清北道 96.7 95.2 94.4 0.02 0.05 0.17 4 12 39
光州広域市 94.3 93.3 92.9 0.06 0.12 0.24 12 27 48
全羅南道 97.6 96.9 96.0 0.01 0.04 0.07 6 14 24
全羅北道 97.1 95.8 94.7 0.04 0.03 0.10 12 12 29
釜山広域市 95.8 94.3 94.3 0.05 0.09 0.18 38 60 105
大邱広域市 96.0 94.3 94.5 0.03 0.08 0.13 13 34 51
蔚山広域市 － 94.4 93.0 － 0.10 0.19 　　－ （15） 24
慶尚南道 96.9 95.6 95.0 0.04 0.07 0.17 22 （38） 76
慶尚北道 97.3 96.2 95.3 0.04 0.03 0.12 17 15 51
江原道 97.1 95.6 94.5 0.00 0.03 0.07 1 10 20
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表 13 韓国商業統計調査における「小売業」の業種数 
1968 1971 1976 1979 1986 1991 1996 2001
 50自動車販売・修理
   および車両燃料小売業
 51卸売業
 52小売業および
   消費者用品修理業
 小分類業種 9 9 2 2 2 2 9(11) 12(12)
 細分類業種 46 32 10 10 10 10 18(21) 30(30)
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り、2001年に 33.8％となっている。しかし、1982年に 44.4％、86 年には 47.7％までに達し
ていた割合は、91年に 40.6％、96年に 36.7％、そして 01 年へとその割合を大きく低下させ
ている。次に高い割合を占めているのは、「織物・衣服・身の回り品小売業」であり、96 年











関しては、それを細細分類してみると、「医薬品・医療品小売業」は 91 年の 26,308 店から
96 年の 24,097 店に減少しているが、「化粧品小売業」（トイレタリー用品小売業を含む）は 
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表 14 業種別店舗数の推移 　
1982 1986 1991 1996 2001
自動車販売業 (1,651) (1,806) (3,805) 4,011 (6,600)
自動車部品および付属品販売業 - 4,174 6,865 12,322 12,200
二輪自動車および部品・付属品販売業 - - - 2,412 1,748
車両用燃料小売業 6,762 2,656 3,926 9,465 11,167
百貨店 23 97 90 106 89
スーパーマーケット 2,893 2,123 2,348 3,657 5,867
その他総合小売業 72 5,219 11,388 12,896 (6,222)
飲食料品およびたばこ小売業 240,703 304,404 291,235 281,041 (222,781)
医薬品・医療品・化粧品小売業 25,663 38,897 50,716 45,181 38,583
織物・衣服・身の回り品小売業 87,341 91,283 116,306 127,616 118,080
家具・什器・家庭用機械器具小売業 34,425 47,556 68,281 76,887 64,080
金物・塗料・その他建築材料小売業 (10,932) (17,090) (19,671) 36,834 36,632
書籍・新聞・文具類・事務機器小売業 34,036 38,853 42,336 51,152 44,095
家庭用燃料小売業 17,307 17,686 11,571 10,242 8,423
その他の小売業 (80,650) (66,008) (88,252) 77,907 65,453
中古品小売業 - - - 1,903 3,812
通信小売販売 - - - 79 941
その他無店舗小売販売 - - - 11,514 11,986










91 年の 17,435 店から 96 年の 20,237 店に増加している。所得の増加や医療保険制度が充実
してきたことによる診察料の軽減が、薬局から医療機関へと利用者をシフトさせ、結果的に
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1986 年の 304,404 店、シェア 47.7％をピークにその後、実数シェアともに減少させてきてい
る。日本の「飲食料品小売業」のシェアは、70 年に 48.3％あったが 04年には 35.9％までに
落ち込んである。店舗数も 79 年の 734,750店舗をピークに、その後減少傾向に転じ 04 年現
在 444,596店となっており、25年間で 290,154 店が減少したことになる。ここで重要なこと
は、日韓とも「飲食料品小売業」は、小売全体の店舗数の減少に先んじて減少したという事






川 1997 pp.45-61）、Rostow（1990 pp.10-11）のいう「高度大衆消費社会」へ突入したので
ある。また 80年代後半に始まったソウル市の郊外や周辺地域へのニュー・タウン建設は、総
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たりすることには注意を要する。 
店舗数の大幅な減少となった 2001年の業種別店舗数の様相をより詳細に見るために、細細










表 15 業種別店舗数の増減（2001/1996） 
　
増減比が100以上の業種
中古家電 697.2 ゲーム・玩具 122.2
医療用器具 321.5 ＰＣ＋ＯＡ 119.3
菓子･パン（非製造） 294.2 ガソリンスタンド 116.7
自動車(中古） 227.9 金物・暖房用具 115.8
自動車部品・アクセサリ（中古） 178.6 健康補助＋その他食品＋飲料 107.1
スーパーマーケット 160.4 かばん・革 107.1
中古家具 153.0 自動車タイヤ・チューブ 104.7
車両用ガス充電 145.2 ガーデニング＋ベット＋他に分類されないその他商品専門 102.3
自動車(新車） 124.2 幼児用衣類＋内衣（肌着・下着） 101.7
増減比が86.1以上100未満の業種
楽器 97.1 家電＋通信機器 92.7
写真機・写真用品＋光学用品・精密機器 95.9 韓服＋衣服＋シャツ・その他衣服 91.9
液体燃料 95.9 眼鏡 91.3
他に分類されない織物･衣服･衣服アクセサリ小売業 94.9 文具用品 89.8
自動車部品・アクセサリ 93.2 芸術品・骨董品 89.0
照明器具・電気用品 93.1
増減比が86.1未満の業種
自転車 85.8 食肉 76.2
家庭用織物 85.8 家具 76.1
医薬品・医療用品 84.7 その他の中古品（古本） 75.0
たばこ 84.7 二輪および部品 72.5
壁紙・カーペット類 84.0 その他家庭用品 70.8
百貨店 84.0 厨房用品 68.9
その他金物・暖房用具・建設資材 82.7 果実・野菜 66.6
時計・貴金属 81.2 穀物 66.3
ガス燃料 80.8 スポーツ用品 61.6
その他飲食料品 79.7 音盤・映像物 61.2
靴 79.3 民芸品・土産品 57.0
水産物 76.7 書籍・雑誌類 45.4

























































されたのである（玉置 2003 pp.62-84）。 
 
表 16 回帰分析の結果（Ｓ＝－2.867＋3.149Ｅ＋0.530Ｇ） 
 
非標準化係数 標準化係数 t値 有意確率 
B 標準誤差 ﾍﾞｰﾀ   
(定数) -2.867 .645   -4.442 .000 
相対的生産性（Ｅ） 3.149 .622 .427 5.065 .000 
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その他の飲食料品総合 79.5 99.8 1.023 その他の飲食料品・タバコ 106.3 99.2 1.892
穀物 66.3 99.9 0.869 医療用器具 315.0 98.0 3.471
食肉 75.9 99.6 1.000 車両用ガス充電 133.6 92.0 3.492
水産物 76.4 99.6 0.877
果実・野菜 66.3 99.7 0.821
たばこ 84.5 99.8 1.030
医薬品・医療用品 76.8 90.7 1.822
化粧品および化粧石鹸 75.7 99.2 1.110
他に分類されない織物･衣服 94.6 99.7 1.161
音盤・映像物 60.8 99.4 1.502
壁紙・カーペット類 83.2 98.9 0.878
文具 89.5 99.7 1.101
眼鏡 87.7 96.1 1.351
写真・光学用品 94.8 98.9 1.519
スポーツ用品 60.9 98.9 1.159
時計・貴金属 80.7 99.4 0.890
民芸品・土産品 56.3 98.7 0.986
石炭及びその他固体燃料 37.4 99.3 2.222
Ⅲ Ⅳ
家庭用織物製品 85.9 100.2 0.854 スーパーマーケット 214.7 133.8 1.616
外衣（衣類） 92.5 100.7 0.902 菓子･パン小売業 284.4 101.0 4.323
靴小売業 79.7 100.5 1.003 内衣（下着・幼児用衣類） 101.9 100.2 0.696
家電用電気機器・ＡＶ機器 96.0 103.6 1.209 かばんおよび革製品 107.3 100.2 1.225
家具小売業 77.6 102.1 0.804 楽器 104.0 107.1 0.813
照明器具・電気用品 94.0 101.0 1.042 金物・暖房用具 116.0 100.2 1.430
厨房用品 69.3 100.6 0.762 ＰＣ・事務用機器 133.2 111.7 1.202
その他の家庭用品 71.7 101.3 0.589 ゲーム娯楽用品・玩具 123.0 100.7 1.093
その他の金物・暖房・建設資材 83.2 100.6 0.879 他に分類されないその他 102.3 100.1 1.070
書籍・雑誌 46.2 101.8 0.831 その他の中古品 200.2 101.3 1.953
自転車 86.0 100.3 0.722 自動車 188.9 125.9 1.238
芸術品・骨董品 89.7 100.8 0.645 ガソリンスタンド 142.3 121.9 1.594
液体燃料 98.8 103.0 1.168
ガス燃料 83.0 102.7 1.661
自動車部品・付属品 99.5 100.5 1.624



































































舗密度である。1968年の 84 店から 96 年の 169店まで増加してきたが、2001 年には 139店へ
と大きく低下している。日本でも韓国に先駆けて 82年の 145 店をピークに、その後は減少傾
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表 18 韓国における小売店舗数および人口１万人当たり店舗密度の推移 　
西暦年 1968 1971 1976 1979 1982 1986 1991 1996 2001
店舗数（万） 26 32 39 42 54 64 72 77 66





表 19 日本における小売店舗数および人口１万人当たり店舗密度の推移 
　
　
西暦年 1952 1960 1970 1979 1982 1885 1988 1991 1994 1997 2002
店舗数（万） 108 129 147 167 172 163 162 159 150 142 130
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＜注＞ 
(1)  韓国の商業統計調査は、第１回目の 1968年「商業センサス」、71・76・79・82年「卸・小売業センサス」、86・
91年「総事業体統計調査」、96年「卸・小売業総調査」、2001年「卸・小売業およびサービス業総調査」として













(5)  韓国統計庁『韓国統計調査現況』各年による。 




(7)  韓国ではディスカウントストアの直訳から「割引店」とも呼ぶが、ここでは矢作（2003 pp.2-3）の分類に従う。 
(8)  韓国の商業統計調査では、調査年ごとにクラス分けの変更が頻繁に行われてきた。例えば 1986年までは、従業
者数を「１～２人」・「３～４人」にクラス分けして調査してきたが、91 年度以降は「１人」・「３～４人」のク
ラス分けとなっている。また 86 年以降には「10～49 人」・「50～100 人」・「100 人以上」にクラス分けができる
が、76 年、79 年、82 年においては「10 人以上」あるいは「20 人以上」のクラスとなっているので、表６がお
そらくクラス分けの最善の取り方であろう。趙（2003）に詳しい。 























(10)  フォード効果仮説は、イギリスの小売業種構造の変化に一連の法則があるという Ford（1935）・（1936)の発見を
Hall and Knapp（1955）が発展させ、名づけたものである。そしてその後の荒川（1956）、Bucklin（1972）、横




intensive good）と、流行性が高く購買に際して自己の好みや趣味に影響される個性的商品（ego intensive good）
に分けている。 
(12)  小売業における規模の経済性、特に食料品小売業の減少と規模の経済性との関連性については Ford（1935）や
Hall and Knapp（1955）の実証研究において指摘されている。 
(13)  適者生存原理については、Stigler（1968）、神谷伝造／余語将尊訳（1975）『産業組織論』に詳しい。 
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